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はじめに 

 

本町は、平成３年以降「少子社会は国を滅ぼす」という認識のもと、子育て環境の整備、特に保護者負

担の軽減を中心に少子化対策に取り組んできました。また、企業誘致や工場立地なども一定の成果をあげて

きました。 

しかしながら、日本の景気は平成３年以降後退し始め、本町の消費や雇用にも影響を及ぼしており、現

在では高校・大学卒業後の就職などによる人口の流出が顕著なものとなっています。 

こうした背景を踏まえ、本町では「子育てから介護まで、安心して暮らせるまちづくり」を念頭に、本

町の魅力や資源を最大限に活かした取り組みを進め、人口減少の克服に取り組んでいきます。 

 

１ 人口ビジョンについて                     

１．人口ビジョンの位置づけ 

 苓北町人口ビジョンは、「まち・ひと・しごと創生法」に基づき、苓北町まち・ひと・しごと創生総合戦

略を策定するにあたり、苓北町の人口動向を分析して将来人口を見通した上で、まち・ひと・しごと創生の

実現に向けて効果的な施策を展開するための基礎的な資料となるものです。 

 本ビジョンでは、第２期苓北町まち・ひと・しごと創生総合戦略の策定にあわせて、最新のデータによる

時点修正を行うとともに、社会情勢の変化を加味した人口の将来展望を提示するものとして位置づけます。 

２．対象期間 

 国の長期ビジョンにおける対象期間である２０６０（令和４２）年とします。 

  

２ 苓北町の「人口減少」の現状と将来の人口推計による分析     

１．人口の推移と現状 

本町の人口は、昭和２２年の１７，０００人をピークに人口は年々減少し、本ビジョン策定当初年（平成

２７年４月）の人口は７，８００人程度で、平成２６年までの数年間は自然動態・社会動態あわせて毎年１

００人程度の減少が続いていました。最近（令和２年２月末現在）の住民基本台帳人口では７，１００人

で、平成２７年からの自然動態・社会動態の増減をみると毎年平均１５０人程度減少しており、５年前に比

べ減少数が拡大しています。 

また、年齢階級別の人口移動数を見てみると、減少している世代のうち、１０～１４歳が１５～１９歳

（高校卒業）、１５～１９歳が２０～２４歳（大学卒業）になる時の減少数が７５％を占めており、進学及

び就職時期に町外に流出していることが分かります。住民基本台帳に基づく詳細分析表（平成３０年時点）

によると、全転出者での移動先の住所地は、とりわけ首都圏への転出は少ないものの、熊本県内への転出者

が５７％と多く、次いで福岡県内への転出者が１５％となっています。 

国立社会保障人口問題研究所（以下：社人研）が推計した、２０１３年（平成２５年）推計と２０１８年

（平成３０年）推計を比較した場合、２０４０年には５，０００人→４，５００人、それ以降については、

社人研に準拠した推計によると２０６０年には３，３００人→２，４００人まで減少し、高齢化率は４２％

→５６％になると見込まれています。 
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２．人口減少がもたらす影響 

人口減少の進行は、若年層を中心とした流出が多いことが一番の要因です。高校・大学を卒業し就職時期

を迎えた若年層の流出による減少が多く、若年層が減少することにより将来の結婚や出産などに影響を及ぼ

します。さらには「働き手」の減少を産み、地域経済規模の縮小が進み、仕事を求めてさらに人口が流出す

る恐れがあります。一方、２０１２年度の１人当たりの市町村民所得は１，７６４千円と県内でも下位に位

置していましたが、２０１６年度には対前年度２．２％増の２，４２７千円と県内の平均値程度に回復して

きました。 

また、平成２７年の本ビジョン策定時での出生率は年々低下傾向にあるものの、都市部に比べ比較的高い

傾向にあり、少子化対策の取り組みにより平成１７年からの１０年間は、毎年約６０人程度の出生数を維持

していました。しかし、平成２７年からは５０人を割り込み、以降３年間は３０人程度となっており、出生

数の減少に拍車がかかっている状況です。 

こうした少子高齢化や人口減少の状況が進むと、地域経済の縮小を呼び、地域経済の縮小がさらに人口減

少を加速化させるという負のスパイラルに陥る恐れがあります。また、日常の買い物など住民生活に欠かす

ことのできない生活サービスの低下を招き、結果として行政コストが大きくなる可能性もあるなど、人口減

少の進展が地域社会に大きな影響を及ぼす懸念があります。 

 

 

 

 

 

 

７，１００人 

（令和２年２月末現在） 
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３．将来の人口推計の結果 

①国の長期ビジョンにおいては、２０２０年に合計特殊出生率＝１．６程度、２０３０年に１．８程度ま

で上昇し２０４０年には人口置換水準である２．０７が達成されることで、２１００年前後には国の総人

口が定常状態になると想定していますが、本町の合計特殊出生率は１．７５であり、仮に２０３０年まで

に人口置換水準である２．０７が実現しても人口は安定しない状況です。これは、社会動態による人口減

少が大きく、特に１５～２４歳までの若年層の減少により人口が減少し続けることによるものであり、人

口減少を抑えるためには、社会動態による減少を解決していく必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②国の長期ビジョンでもあるように、人口減少に歯止めをかけるには長い期間を要します。対策が早期に

講じられ、全国的に出生率が早く向上すればするほど、将来人口に与える効果は大きくなってきます。本

町においても、早期に対策を講じることが、将来の人口構成に大きな影響を与えることとなります。 
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３ 苓北町の目指すべき将来の方向                 

１．基本的視点 

現状及び分析結果を踏まえ、人口減少への対応は大きく２つの方向性が考えられます。一つは、国の長期

ビジョンで示すように、出生率を向上させることにより人口減少に歯止めをかけ、将来的に人口構造を変え

ていくことです。もう一つは、若年層を中心とした転出の抑制、転入者の増加による社会増の拡大のための

「戦略」を持続的に行うことです。こうした観点から、今後の取り組みにおいて基本的視点となるのは次の

４点です。 

 

 ①若年層を中心とした人口の流入促進と流出抑制 

本町の場合、高校・大学を卒業し就職時期を迎えた若年層の流出による人口流出が多く、ここを解消し

なければ将来安定した人口の推移は見込めません。よって、本町の特性を活かした新たな「働く場」を創

出するとともに、これまで進めてきた「電気のふるさと」としてのまちづくりをさらに推進します。 

また、歴史的資源及び観光資源を活用しながら交流人口の増加を促進し、地場産業と観光関連産業を発

展させ、活気あるまちづくりを推進します。その上で他の産業へ波及させることで雇用の拡大を図り、人

口の流入促進と流出抑制を図ります。 

さらに、苓北町にゆかりのある人や地域と多様に関わる人々などいわゆる「関係人口」の創出・拡大に

より、地域とのつながりをさらに深め、将来の移住・定住への基礎を形成します。 

 

②若い世代の結婚・子育て支援の促進 

本町においても「非婚化」は進み、男性は約５人に２人、女性は約５人に１人が未婚者となっていま

す。結婚に繋がらない要因は、個人の価値観の多様化や仕事の関係などがあげられますが、人口の減少に

より出逢いが少ないという事も考えられ、結婚の希望の実現を図るため、これまで行ってきた子育て支援

策に加え、若い世代が安心して働き、快適に生活できる環境の整備を推進します。 

 

③ふるさと介護の実現 

都市部では、介護施設入所への待機高齢者が多く、希望してもいつ施設へ入所できるかわからないと言

われています。そこで、地方の介護施設を拡充し、都市部の待機介護老人を地方へ呼び込むことは、待機

介護老人の解消に繋がるとともに、若者の働く場所を創出することにも繋がり、地域に活力を取り戻して

いくものと考えます。このための福祉、介護、医療施設のさらなる充実と、これを支える多様な人材の確

保を目指します。 

また、高齢者の健康寿命の延伸により高齢者も地域コミュニティを支え、社会活力の増進に繋がる取り

組みを推進します。 

 

④一次産業の振興 

一次産業の振興は、本町はもとより日本が活力を持続させるための重要な課題であり、本町の農業にお

いては、農地１，０３４ｈａのうち約１／３の３０８ｈａが遊休農地とみられます。また、漁業において

も、水産資源の減少やそれに伴う漁獲量の低迷にともない、一次産業を営む従事者の減少や高齢化、後継

者不足が深刻化しています。このため、新たな産業の掘り起こし、地産地消や特産品の開発・販路拡大の

支援を行い「いきいきと暮らせるれいほく」として一次産業のさらなる振興を目指します。 
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２．苓北町が目指す将来の方向性 

社人研の「将来推計人口（平成２９年推計）」では、２０６０年に日本の総人口は９，２８４万人まで落

ち込むと推計される中、出生率が上昇することで、１億人程度の人口が確保される見通しとなっています。

苓北町においても人口減少に歯止めをかけるため、出生率の向上による将来的な人口構造の若返りを図り、

流出していた人々の呼び戻しと新たな人々の流入の促進、人口流出を抑制させるなど４つの基本的視点を踏

まえ、「戦略」等により人口減少対策を進めていくことで「５，０００人程度の人口の定常化」を目指しま

す。 

さらに、新たな「はたらく場」を創出し、交流人口の増加を促進し活気あるまちづくりを行うことで、若

年層を中心とした生産年齢人口の増加を図り、町の基本目標である「安心して住めるれいほく」「いきいき

と暮らせるれいほく」「ふるさとと呼べるれいほく」の実現を目指します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

おわりに 

 

 少子高齢化・人口減少に歯止めをかけるためには、多くの課題と困難が伴うものです。これらの問題解決

のため、町民皆さんのご協力をいただきながら、今後も苓北町が発展していけるよう、これまで以上に「安

心して住めるれいほく」「いきいきと暮らせるれいほく」「ふるさとと呼べるれいほく」を実感できるまち

づくりに邁進し、人口減少対策に取り組みます。 
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参考資料 

 

（出典：住民基本台帳） 

 

 

 

（出典：住民基本台帳） 
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（出典：国勢調査） 

 

 

（出典：熊本県市町村民経済計算） 
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（出典：熊本県市町村民経済計算） 
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（出典：国勢調査、国まち・ひと・しごと創生長期ビジョン（令和元年改訂版）、熊本県人口ビジョン  

上天草市人口ビジョン、天草市人口ビジョン） 

【参考】国・県・近隣市の人口ビジョン比較

推計人口

（人）

対2015年

国勢調査人口

比較割合

目標人口

（人）

対2015年

国勢調査人口

比較割合

国 127,094,745 92,840,000 73% 101,890,000 80% 9,050,000

熊本県 1,786,170 1,176,000 66% 1,444,000 81% 268,000

上天草市 27,006 10,612 39% 12,770 47% 2,158

天草市 82,739 33,051 40% 45,000 54% 11,949

苓北町 7,739 2,400 31% 5,000 65% 2,600

人口減少

抑制数

（人）

2060年人口

2015年

国勢調査

人口

（人）

社人研推計値
長期ビジョン（人口ビジョン）

目標値


